








本論文は、平林紀子氏によって 2015年 2月に提出され、同年 2月 25日に早稲田大学大





























































論文は 3 部構成からなっている。第 1 部は、米国に焦点を当てながら、世界的規模で展
開する政治マーケティングの歴史的背景、政治マーケティングの主要モデル、政治マーケ
ティング戦略や技術の具体的適用の現状、技法や手段の詳細な解説である。第 1 部第 1 章
では、政治マーケティング台頭の背景を、①党派間「競争」の制度化、②「選択」可能な
4複数の選択肢を提示する有権者市場における政治サービスの「商品開発」、③ポストイデオ
ロギー時代の有権者ならびに政策立案者双方における思想および政策志向の対立軸の不鮮
明化と再編から説明する。第 2章では、政治マーケティングを構成する「経営」、「競争力」、
「差別化」、「市場優位」、「対顧客関係の構築」、「ブランド」などの概念群を総合的に詳述
し、政治マーケティングが絶えず進化し続ける技術（テクノロジー）であることを明らか
にする。
第 2 部は、米国の選挙と統治における政治マーケティングの開発と利用、その政治的意
味を、過去 20年間の大統領選挙・統治についての事例分析を通して明らかにする。第 3章
は、本格的な政治マーケティングの導入の前史として位置づけられた R.ニクソン政権、R.
レーガン政権の政治マーケティングの技法が、多くの文献と史料から明らかにされる。第 4
章では、政治マーケティングの組織的な導入期として位置づけた B.クリントン政権の事例
研究が行われる。そこでは、クリントン政権を、左右のイデオロギーにとらわれずに、「有
権者市場」で市場の意向と自らの政治意向との接点を探し、世論の風を読みながら政治目
標を実現する「航海技術」を「三角測量（triangulation）」としてとらえて、クリントン政
権が政治マーケティングの包括的な利用なくしてはあり得なかったことなどが明らかにさ
れる。第 5章は、G.W.ブッシュ（第 43代大統領）政権の事例研究である。ここでは、マイ
クロターゲティングやネットワークマーケティングなどの新技法などを紹介しつつ、新保
守主義のブランディングマーケティング、外交における国際マーケティングの特性などが
明らかにされ、その政治的帰結が解き明かされる。第 7 章は、オバマ政権に焦点をあてた
事例研究である。そこでは、「変革」ブランドの形成過程、ビッグデータと行動科学に基づ
く効率的マーケティング、「共感マーケティング」によるネットワーク化などの戦略が明ら
かにされ、政治マーケティングの自立化と進化が示される。同時に、政治指導者と有権者
との直接的な回路付けが、民意を吸い上げるのには有効であっても、党内の意思決定や党
に関連する利害関係者との間の調整と合意には、異なるマーケティング技法が求められる
こと、それについてはオバマ政権が必ずしも自覚的でなかったことが示される。
第 3 部では、日本における政治マーケティングの現状を俯瞰し、それを踏まえて、前章
で明らかにしたアメリカの政治マーケティングと比較しながら日本のマーケティングの特
性を明らかにする。さらに、政治マーケティングの民主主義政治に対する政治的意味を議
論する。最後に、政治マーケティングが、民主主義の政治に対して、①政治アクターによ
る有権者理解の向上、②少数派や「物言わぬ多数派」の可視化と代表性の向上、③政治的
応答性の向上、④選択と競争の実質化、⑤市民参加を含む有権者の主体的関与、⑥市場と
サービス供給者の関係の成熟などの貢献をなす一方で、民主主義の政治をめぐっての価値
対立、例えば政治マーケティングによる大衆説得が民主主義にとって良いことなのか、あ
るいは政治エリート主導の効率的政治運営は民主主義に望ましいことなのかという根本的
問題を問いかけることになっていると結論する。
5５．論文の評価
政治マーケティングの研究は、世界的に 1980 年代から急速に発達し、初期の段階では、
それぞれの国の事例を対象にして、マーケティング理論を手掛かりに、その実践から体系
的に理論やモデルを導き出す試みがなされた。やがてそれは、民主主義諸国の比較研究へ
と拡大した。その過程で、それぞれの国の政治マーケティングの固有の特性を描き出しな
がら、単に戦術、技術、技法を描き出すことから、理論モデルの構築へと向かっていった。
政治マーケッティング理論の自立化と進化である。こうした流れの中で、日本における政
治マーケティング研究は、断片的になされていたが系統的・体系的になされていなかった。
その意味において、本書は、政治マーケティング理論や政治マーケティングの技法や技術
の単なる紹介ではなく、日本において初めて政治マーケティングを体系的にとらえて、そ
の民主主義に対する政治的意味を問いかけた研究である。その意味で、高く評価を与える
ことができよう。
さらにまた、本書は、政治マーケティングが、選挙を中心として政治参加や政治運動さ
らにまた民主主義的統治そのものにいかなる意味を持つのかを解明することを狙いとして
いる。従来の政治マーケティング研究は、その技法や技術に注目して、集票や動員への効
果、さらに選挙の勝利への効果など、特定の政治的効果をもたらしたか否かを中心に研究
するものであった。本書は、マーケティング戦術や技法の集票や動員に対する効果にとど
まらず、政治マーケティングを駆使した選挙や統治が、民主主義の政治とりわけ政治参加
や政治指導のあり方にいかなる意味を持っているかというより広い視点からとらえ分析を
行っている。単なる政治マーケティングの戦略論や技術論を脱している点で斬新である。
とりわけ、政治参加の低下や政治不信の広がりなどのいわゆる現代民主主義の諸課題を、
政治マーケティングによって解決できるのかを真剣に問いかけた意味で、大きな学問的貢
献をなしたと言えよう。
したがって、単なる政治マーケティングの理論や技法の紹介にとどまらず、先行研究を
渉猟しながら、フィールドワークやインタヴューを通じて事例やデータを収集し、それら
を整序づけて系統化し、先行研究で指摘された事例の実際がいかなるものであり、どのよ
うに変化したのかを検討し、それに批判的検討を加え、政治マーケティングから見た現代
民主主義の特徴を明らかにしている。その点で、政治マーケティング研究に新たな発見を
加えるばかりでなく、現代民主主義政治の批判的検証にもなっている。
政治マーケティング研究に焦点化すれば、次のような点が評価されよう。第 1 は、政治
マーケティングの多様な実際を詳細に明らかにすることで、「マーケティング＝宣伝＝世論
操作」という広く流布しているマーケティング観を修正することに部分的に成功している。
第 2 は、マーケティング研究が、単なる商業利益などの達成をめざす技法や戦術などの研
究から、企業・民間団体・自治体・政府などの公共目的の達成をめざす「ソーシャル・マ
ーケティング」研究へと領域や視座を拡大したが、その過程で開発されたマーケティング
に関わる概念群や技法を丁寧に応用して、①商業的なマーケティングと政治マーケティン
6グとの差異を明らかにするとともに、②「ソーシャル・マーケティング」を再検討しつつ
政治マーケティングの社会的・政治的意味を描くことに成功している。第 3 に、萌芽的で
はあるが、日本における政治マーケティングの実例とその展開を抽出し、その特性がどこ
にあるのかを、アメリカや英国との比較の中で描き出すことに成功している。日本の政治
マーケティングの事例を世界的に紹介する研究が少ない現状で、この研究は先駆的であろ
う。政治マーケッティングの戦略と政治マーケティングを媒介とした政治過程が世界的に
拡大し、政治マーケティングの比較研究を大きく展開することの必要性が叫ばれている。
日本の政治マーケティングの実際を明らかにした本書は、世界の政治マーケティング研究
にとっても大きな貢献であろう。
他方で、以下の点が課題として指摘できるであろう。先に指摘したように、政治マーケ
ティング研究は、一国研究から多国間比較研究へと拡大しつつあるが、本研究は、アメリ
カやイギリスで開発された理論に依拠しつつ、アメリカ大統領選挙とアメリカの政権運営
を主な事例として研究し、その視点から日本の特性を描き出すことになっている。このよ
うなアプローチは、アメリカやイギリスで政治マーケティングの実際がいち早く展開され、
その研究も先行したことから、ある意味で必然である。しかし、21 世紀に入って、政治マ
ーケティングの実際と研究は、西欧各国のみならず中欧や東欧で、さらにまた中南米と拡
大し、そこから多くの事例や研究がもたらされている。また、それら地域における政治マ
ーケティングの民主主義政治に対する意味を問う研究も拡大している。本書は、そうした
21世紀初頭の研究成果を必ずしも十分に取り入れることになっていない。
また、近年では、政治コミュニケーション研究や政治キャンペーン研究に政治マーケテ
ィング研究を統合して、政治コミュニケーションや政治キャンペーンを政治マーケティン
グがどのように変容させたのかを、歴史的包括的に明らかにする研究も展開されている。
政治広告（PR）に関する研究も、むろんその範疇に入れることができる。本書もそれを狙
いとしていたようであるが、政治マーケティングに焦点化したために、政治マーケティン
グと政治コミュニケーションの関係や相互影響、現代民主主義の政治コミュニケーション
特性などの問題を、断片的に触れてはいるが、系統的・体系的には明らかにしていない。
特に、「メディア政治」に関する議論がこれほど活性化しているにもかかわらず、それらに
関する批判的検討が十分に行われているとは言い難い点は問題と思われる。
加えて、現代民主主義が抱える諸問題に対する政治マーケティングの可能性を問いかけ
たにもかかわらず、政治マーケティング理論の応用とその再体系化に力点を置いたために、
これらの問題へ明快な解答を引き出すことができなかった。
さらに、最終章で展開されている日本の事例研究は、アメリカの事例研究に比較して、
量的にも少なく断片的である。アメリカの大統領選挙や政治を対象に、政治マーケティン
グの前史として位置づけられた時期から解き明かすなら、日本の事例研究も同様に展開し、
その発展や変化を詳述すべきであったろう。また、日本の政治マーケッティングの特性が
いかなる点にあり、どのような段階にあるのか、さらにまたそれが日本の民主主義にいか
7なる意味を持っているのかを、比較研究の視点からより深く問いかけるべきであったろう。
結論
本書には、これまで指摘したようにいくつかの課題が残されているが、それらは本書の
学問的意味や貢献を否定するものではない。政治マーケティングの諸理論を包括的かつ体
系的に整序づけて紹介するばかりでなく、それらの理論やモデルをもとに日米の政治マー
ケティングの実際を明らかにし、民主主義の政治に対する意味を問いかける試みは、日本
においては先駆的なものであり、日本における政治マーケティング研究ばかりでなく現代
民主主義研究の活性化の契機となろう。さらにまた、新たなモデルや概念を丁寧に解き明
かし、既存の理論を修正洗練化して再構成する一連の努力とその成果は、それらモデルや
概念の日本における定着や政治マーケティング理論の発展にも寄与すると思われる。以上
の点から、本論文は博士（政治学）の学位を授与するに値するものとして認められる。
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